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○総論 

債券の保有目的区分変更が恣意的な会計処理に繋がる可能性を懸念する見

方もあるが、今般の金融危機に対しては、全世界の市場が国際的に協調して迅

速に対応することが求められており、わが国としても、国際的な動向を踏まえ

た会計上の取扱いを策定する必要があることから、本公開草案を支持する。 

 

○第 18 項 

有価証券の保有目的区分の変更を公表日前に遡って適用することについて、

国際会計基準でも遡及的な適用が認められており、実際に遡及適用を行ってい

る企業もあることを踏まえ、わが国においても、有価証券の保有目的区分の変

更を公表日前に遡って適用するという考え方を支持する。 

しかしながら、会員企業の中には、この点について、例えば、損失が出てい

る銘柄のみを事後的に満期保有に振り替える等の恣意的操作の余地を懸念す

る声もあった。したがって、この点についても、十分留意すべきである。 
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